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序　　　文序　　　文序　　　文序　　　文序　　　文

　平成５年度より実施された新しいスキームである第二国研修は、既存の本邦研修および第三国

研修とは異なり、相手国内に展開されてきた技術協力の成果をもとに、当該技術の国内における

いっそうの普及と定着を図るものであり、途上国の自助努力を支援する観点からも有効なもので

す。

　ケニアでは、国家計画として農産物の生産性向上を掲げています。しかしながら、ケニアの農

業分野の生産性向上のためには、国民の75％を占める貧しい小農の人々に技術を普及する必要が

ありました。加えて小農の農業生産は伝統的に女性の労働によって成り立っているため、農村女

性を対象とした適切な農業生産技術の普及が急がれていました。

　このような状況のもと、国際協力事業団は第二国研修として、女性に焦点を当てたケニア「農

村女性のための生産性向上技術」コースを採択し、平成６年から平成10年までの５年間の協力を

実施しました。

　本報告書は、同研修の５年間の成果を総合的に評価するため、平成11年１月17日～１月31日ま

での日程で国際協力事業団がケニアに派遣した評価調査団の調査結果を取りまとめたものです。

本報告書が関係各位に深いご理解をいただき、第二国研修のよりよい今後の展開に役立つことが

できれば幸いです。

　最後に、本調査の実施に際し、ご協力いただきましたジョモケニヤッタ農工大学プロジェクト

関係者、外務省、在ケニア日本国大使館、ケニア側政府関係者の皆様に対し深い感謝の意を表し

ます。

平成11年３月
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第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣

１－１　終了時評価調査団派遣の経緯と目的１－１　終了時評価調査団派遣の経緯と目的１－１　終了時評価調査団派遣の経緯と目的１－１　終了時評価調査団派遣の経緯と目的１－１　終了時評価調査団派遣の経緯と目的

　国家計画として農産物の生産性向上を掲げるケニアにおいて、国際協力事業団（ＪＩＣＡ）

は、ジョモケニヤッタ農工大学プロジェクトを実施し、ケニアの農業・工業分野の指導的立場に

立つ人材育成などの協力を行っている。現在では、同分野での人材が育成されると同時に適正技

術の研究も進み、ケニア国内に普及させる段階になった。

　しかしながら、農業分野での生産性向上のためには、国民の75％を占める貧しい小農民層に技

術を普及する必要がある。これら小農の農業生産は伝統的に女性の労働によって成り立っている

ため、農村女性を対象とした適切な農業生産技術の普及が急がれていた。

　上記のような理由からＪＩＣＡは、第二国研修「女性のための農業生産性向上技術」を1994年

度から実施している。

　本調査は、1998年で本研修が協力の最終年度となることから、効率性、目標達成度、コースの

効果（インパクト)、コース計画の妥当性、自立発展性という観点から、研修の評価を行うもの

である。また、今後の本研修の取り扱いを検討するとともに、第二国研修を含む研修員受入事業

の改善に役立てるために、評価結果から教訓および提言を導き出すことを目的とする。

１－２　終了時評価調査の基本方針１－２　終了時評価調査の基本方針１－２　終了時評価調査の基本方針１－２　終了時評価調査の基本方針１－２　終了時評価調査の基本方針

(１) 研修の効率性、目標達成度、研修効果（インパクト)、コース設定の妥当性、コースの

自立発展性という観点からの評価を行う。

(２) 評価の実施にあたっては、実施機関担当者、研修講師、参加研修員、およびその家族・

参加研修員が所属する農民・女性グループ関係者との協議やインタビューを通じて進め

る。

(３) 研修実施機関であるジョモケニヤッタ農工大学の主体性を尊重しつつ、研修に参加し

た研修員のその後の活動状況の把握に努める。

(４) 第二国研修やその他の研修員受入事業で留意すべき事項について教訓を導き出し、提

言を行う。

(５) 関係者との協議結果を議事録にまとめ、ジョモケニヤッタ農工大学との間で署名・合

意する。

１－３　終了時評価の調査方法１－３　終了時評価の調査方法１－３　終了時評価の調査方法１－３　終了時評価の調査方法１－３　終了時評価の調査方法

　本調査の事前準備として、本件第二国研修実施状況（研修員数・研修カリキュラム・研修期

間・定員など）を整理し、1994～1997年度の参加研修員（194名）に質問表（クエスチョネア）
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を配布した。

　現地調査では、実施機関担当者・研修講師とのインタビューを行い、研修実施状況を視察し

た。回収した質問表（84名分）の結果を分析するとともに、一部の参加研修員の家庭を訪問して

参加研修員の研修後の現地での活動状況を調査した。参加研修員の家族および参加研修員が所属

する農民・女性グループ関係者とのインタビューも行った。

１－４　調査団の構成１－４　調査団の構成１－４　調査団の構成１－４　調査団の構成１－４　調査団の構成

　時田　邦浩　　団長・総括　　国際協力専門員

　榊　　道彦　　小規模灌漑　　筑波国際センター研修指導員（ＪＩＣＥ）

　小林　伸行　　研修計画　　　筑波国際センター業務第二課

１－５　調査日程１－５　調査日程１－５　調査日程１－５　調査日程１－５　調査日程

　１月18日 ロンドン→ナイロビ

　　10：00 ＪＩＣＡケニア事務所との打合せ（高橋所員、Ms.Frolence）

　　14：30 在ケニア日本大使館表敬（青木大使）

　　16：00 ＪＩＣＡケニア事務所との打合せ（宮川所員、辻下専門家、喜田専門家、野坂専門家)

　１月19日 ジョモケニヤッタ農工大学

　   9：00 ジョモケニヤッタ農工大学表敬（Mr.Michieka：Vice Chancellor）

　　10：00 評価内容・作業にかかる大学側との協議

　　14：00 研修講師へのインタビュー

　１月20日 資料整理と団内打合せ

　１月21日 農業省

　　 8：30 農業省土地開発局表敬

第二国研修「小規模灌漑のための農民研修」にかかるジョモケニヤッタ農工大学お

よび農業省との協議

　　14：30 →ジョモケニヤッタ農工大学

第二国研修実施状況の視察

第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」にかかるジョモケニヤッタ農

工大学関係者との協議

　　16：00 在ケニアイスラエル大使館訪問（Mr.Meirav Eilion Shahar：Second Secretary)

第二国研修「小規模灌漑のための農民研修」にかかるイスラエルとの協力連携につ

いての協議
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　１月22日 ナイロビ→エンブ（Embu）

　　10：00 Kiriniyaga District, Ngomano Nyangati Scheme 訪問

第二国研修「小規模灌漑のための農民研修」にかかる受益予定農民からの聴き取り

と小規模灌漑施設の視察

　　12：00 農業省東部州事務所表敬

　　14：00 第二国研修「小規模灌漑のための農民研修」にかかる研修実施機関の適正度の調査

と研修実施体制の確認

　１月23日

     9：00 帰国研修員の活動状況の視察とインタビュー

    12：00 帰国研修員へのインタビュー

第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」にかかる帰国研修員の活動状

況の把握

　１月24日 ミニッツ案の作成と団内打合せ

　１月25日　

　（時田団長および小林団員）

　　 9：00 →ジョモケニヤッタ農工大学

第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」評価調査にかかるミニッツ

案についての協議

　　15：00 →農業省

第二国研修「小規模灌漑のための農民研修」にかかる研修実施体制および研修内

容にかかる農業省との協議

　（榊団員）

　　10：00 →キブエジ

Kibwezi Irrigation Project 訪問（Mr.Bezion Havkin：Professor J.P.

Mbuti）

　１月26日　

　　 8：00 →ジョモケニヤッタ農工大学

第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」評価調査にかかるミニッツ

案についての協議

　　11：30 第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」評価調査にかかるミニッツ署名

　　15：00 →農業省

第二国研修「小規模灌漑のための農民研修」事前調査にかかるミニッツ案につい

ての協議
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　１月27日

　　 9：00 →農業省

第二国研修「小規模灌漑のための農民研修」事前調査にかかるミニッツ案につい

ての協議とミニッツ案の作成

　１月28日

　　10：30 →農業省

第二国研修「小規模灌漑のための農民研修」事前調査にかかるミニッツ署名（農

業省およびジョモケニヤッタ農工大学関係者）

　　11：30 ＪＩＣＡケニア事務所への報告

　　23：00 帰国（ナイロビ→ロンドン）　
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第２章　研修コースの概要第２章　研修コースの概要第２章　研修コースの概要第２章　研修コースの概要第２章　研修コースの概要

２－１　研修の目的２－１　研修の目的２－１　研修の目的２－１　研修の目的２－１　研修の目的（Ｒ／Ｄに記載のもの）

　持続可能な農業生産性の向上に必要な知識と技術を習得する機会を、ケニア国内からの参加者

に与えることを目的とする。

２－２　研修の到達目標２－２　研修の到達目標２－２　研修の到達目標２－２　研修の到達目標２－２　研修の到達目標（研修コースＧＩに記載のもの）

　参加研修員の研修終了時における到達目標は、下記のとおりである。

(１) 農業生産性の向上のために農業方法を改善する。

(２) 環境に穏やかな農業技術を導入する。

(３) 各地域の状況に適した技術を開発する。

２－３　カリキュラム２－３　カリキュラム２－３　カリキュラム２－３　カリキュラム２－３　カリキュラム

　参加者の実情に応じてカリキュラムは調整されてきている。各回のカリキュラムは別表１のと

おり。

２－４　研修対象者２－４　研修対象者２－４　研修対象者２－４　研修対象者２－４　研修対象者（研修コースＧＩに記載のもの）

　ジョモケニヤッタ農工大学農場内の研修企画委員会は、文化社会奉仕省に登録された農村女性

グループのなかから、以下の基準に沿って参加者を選出する。

(１) District Social Development Officerからの推薦を得ていること。

(２) 農村女性グループで指導的役割を担っていること。農業以外の職務に従事していない

こと。

(３) 21～50歳であること。

(４) スワヒリ語または英語でコミュニケーションできること。

(５) 研修遂行のために健康であること。

(６) 農業における実践的な知識や技術の取得に熱心であること。

(７) 他研修員と協力できること。

２－５　研修期間と定員２－５　研修期間と定員２－５　研修期間と定員２－５　研修期間と定員２－５　研修期間と定員

　各回とも50名。

　研修期間は40日（1994年度)～30日（1995～1998年度）間。
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第３章　評価結果第３章　評価結果第３章　評価結果第３章　評価結果第３章　評価結果

３－１　効率性３－１　効率性３－１　効率性３－１　効率性３－１　効率性

(１) 研修実施機関と運営管理体制

　ジョモケニヤッタ農工大学の農場が、研修の計画・運営を行う機関となり、同農場内

の講義室や圃場においてカリキュラムの大部分を実施したほか、現場見学として、青果

市場、モデル農家、輸出用農産物検査部局などを訪問した。

　実施機関であるジョモケニヤッタ農工大学は、コース開始前後に研修の講師も交えた

運営委員会を開催し、定期的にコースの計画と見直しを行っている。研修開始に先立っ

て講師陣（外部機関からの講師含む）による事前調査も行われている。ＪＩＣＡから支

出された研修経費も適正に管理されており、研修運営の改善が進んでいることが認めら

れた。　　　　　

　研修の円滑な運営のために1995年度から研修員に対する規則を導入するなど、参加研

修員のニーズを把握して適切なカリキュラムを策定する実施機関側の姿勢が認められた。

(２) 研修実施経費

　各年度の研修経費支出額（日本側負担額）は資料３のとおり。

　本研修の実施経費のうち、ＪＩＣＡ支出額は 2475万4919シリングであった。

　ケニア側が、ジョモケニヤッタ農工大学内部の講師の手配、車両の提供、研修中の光

熱水費や農業実習のための農業機械の提供などのほか、同大学が独自に実施した内部評

価調査費用の負担した。

(３) 機材の整備状況

　研修実施機関であるジョモケニヤッタ農工大学農場内の機材は、よく整備されていた。

　当研修が農民を対象とする研修であり、圃場における栽培や家畜飼養の実習を中心と

するカリキュラムであることから、同農場に既設の機材で研修を十分に遂行することが

できたものと考える。

(４) 教材などの整備状況

　各講師の講義内容を研修前に収集して製本した基本テキストと、各講師が講義時に用

意するハンドアウトは、実習部分を含む研修を通じて有効に活用されている。基本テキ

ストは各研修員に２部ずつ配布され、各員が自らの農民グループで講義やセミナーを行

なう際の教材としても活用されている。
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(５) 講師

　研修科目のうち、ジョモケニヤッタ農工大学の農場が担当した課目は68％で、同大学

の他学部（農場以外）の講師が担当した課目は16％であった。コースカリキュラムの80％

以上がジョモケニヤッタ農工大学内の講師によって運営された。

　すべての講師が英語およびスワヒリ語でコミュニケーションできることから、全研修

員が理解できるように英語とスワヒリ語の併用によって研修を実施した。

　各回の講師リストは別表２のとおり。

　なお、1996～1998年度の研修においては、カナダ国際開発庁（ＣＩＤＡ）からの推薦

により「開発と女性／ジェンダー」にかかる外国人講師を招いて講義を行った。同講義

は、研修員がケニア国外の事情を把握するのに役立った。

(６) 研修宿泊施設

　当研修の実施時期である１月～２月にはほとんどの講義が休講となることから、ジョ

モケニヤッタ農工大学内にある学生用宿舎（ドミトリー）を活用した。同宿舎と大学農

場とは至近にあること、宿舎に隣接して食堂もあることから、生活にあたっての不満は

研修員から特になかった。

(７) 専門家派遣

　研修中の講義や実習指導のために日本から派遣した専門家は特にないが、一部講義に

ついては、ジョモケニヤッタ農工大学プロジェクトに派遣中の喜田清専門家からの協力

を受けた。

(８) 研修員　　

　参加研修員リスト、各年ごとの参加 Province の分布は別表３のとおりである。

　当初計画時に設定した研修資格要件に沿って、ジョモケニヤッタ農工大学の企画委員

会が選出したすべての研修員は上記の要件を満たしていた。
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３－２　目標達成度３－２　目標達成度３－２　目標達成度３－２　目標達成度３－２　目標達成度

　当研修では、各年の研修において到達度試験や評価インタビューを設けていないことから、各

回における各研修員の目標達成度を判断することは難しいと考えられるものの、本調査では以下

のとおり推察した。

・ジョモケニヤッタ農工大学が各回の研修終了時に実施している評価表の結果においてほと

んどの研修員が「すべての研修科目が有用であり、科目構成も適切で研修ニーズを満たし

ている」と回答していること、当調査団がインタビューした研修員（４名）すべてが

「コースの受講を通じて多くのものを得た」と回答したことから、設定した研修到達目標

の到達度も高いと判断される。

　前記３－１で、研修コースの効率的な実施に影響を与える要因が特に見当たらないこととあわ

せ、コースの効率性も高いものと考えられる。

３－３　コースの効果（インパクト）３－３　コースの効果（インパクト）３－３　コースの効果（インパクト）３－３　コースの効果（インパクト）３－３　コースの効果（インパクト）

(１) 望ましいインパクト

　調査団が訪問した農村女性グループでは、セミナーなどの開催を通じて参加研修員が

得た知識や技術を導入していることが確認できた。研修で使用されたテキストは、農村

女性グループのみならず、地域の小中学校の農業指導においても有効活用されている。

　研修からの質問表の回答結果によれば、研修員の30％程度が「収入が増加した」と回

答している。調査団が訪問した参加研修員からの聴き取り結果でも、グループ全体にお

ける農業生産の増大によって参加研修員（およびその家族）だけでなく他のグループメ

ンバーの収入も増加している。

　また、研修員の半数以上が「研修後、仕事の内容が変化するとともに、業務の効率も

あがった」と回答している。参加研修員は、新たな知識や技術を身につけたことで、家

庭内においてより責任のある仕事を任せられるようになり、家族からもより尊敬・信頼

されるようになった。

　農村女性グループのメンバーの収入が向上したことで、地域における女性の役割がよ

り重視されるようになった。女性の地位の向上が農村における生活水準の向上に寄与し

ていると考えられる。

　研修への参加を通じて、情報網が広がり、新技術や知識にアクセスできる機会が広がっ

たことを研修に参加したメリットとしてあげた研修員もいた。

　当研修への参加後、職務内容が変化した研修員もいる。コミュニティーへの貢献（グ

ループ内の１メンバーからグループリーダーへの昇格、グループにおける導入新技術の

担当など）のほか、コミュニティーカウンセラーに任命された者もいた。こうした変化
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が、研修後の技術移転の継続に寄与しているものと考えられる。

(２) 望ましくないインパクト

　参加研修員のインタビューから、研修への参加を通じて外部からの援助に対する依存

心がより強まったのではないかと思われる例があった。第二国研修で研修員に日当を支

給したことも一因と考えられる。

　また、研修を通じて得た知識を生かして、既存の農村女性グループ内で新たなグルー

プを参加研修員が組織しようとしたが、グループ内の他のメンバーの反対により、グルー

プ内での不和が生じた例がみられた。

　なお、当研修実施による「望ましいインパクト」が生じている参加研修員の事例に比べて「望

ましくないインパクト」の生じている参加研修員の事例は少ないと考えられた。

３－４　コース計画（設定）の妥当性３－４　コース計画（設定）の妥当性３－４　コース計画（設定）の妥当性３－４　コース計画（設定）の妥当性３－４　コース計画（設定）の妥当性

(１) 研修の目的と上位目標

　当研修では、評価作業に必要な「研修の目的」や「上位目標」を明確に設定していな

い。当調査に際して「目的」および「上位目標」を以下のとおり設定したものの、その

適正は当調査では判断できなかった。

　関係者間での共通認識を得るためには、コースの計画段階で「上位目標」や「目的」

を明記することが求められる。

１) 研修の目的

　参加研修員が、持続可能なやり方で農業生産性向上に寄与するだけの知識と技術を

身につける。

２) 上位目標

　参加研修員が普及する知識や技術が農村地域における生計の向上に寄与する。

(２) 研修の到達目標

　各回を通じて到達目標の設定に変更はなかった。

　各回終了時に研修員が記入する質問表において「コースのすべての科目が有益である」

と回答していることから、到達目標の設定は適切であろうと推察される。

(３) カリキュラムと研修期間

　各回の参加者のニーズにあわせてカリキュラムの調整がなされてきた。研修対象であ
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る農村女性が長期間家庭を離れて研修に専念するのは難しいとの判断から、1995年度に、

研修期間を40日間から30日間に短縮した。

　参加研修員からの回答では、研修後に役に立った科目は多岐にわたり、研修でカバー

した分野をほぼ含んでいる。削除すべき項目を挙げた研修員がいないこととあわせ、カ

リキュラムの設定は適正であったと判断される。

　すべての研修員が農民であることから、カリキュラムの作成にあたっては、講義の比

率を全体の20％程度に抑え、実習を主体とするカリキュラムとした。講義・実習・見学

の時間配分についての不満が研修員から特にないこと（講義が多すぎるという意見に比

べて実習が多すぎるという意見はきわめて少なかったこと）から考えて、実習中心のカ

リキュラムは適切なものであった。

　しかしながら、ほとんどすべての研修員が「研修期間が短い」と回答しているにもか

かわらず1995年度に研修期間を短くしたこと、研修の到達目標を協力期間中変更しなかっ

たことから、参加者にとってカリキュラムはややきつかったのではないかと考えられる。

　なお、各農村女性グループにおける課題はグループによって大きく異なる。農村女性

を対象とした研修の場合、特定の農業技術を対象とするよりも農村における日常生活の

改善をテーマとするのが望ましい。農村女性グループは農業生産以外にも活動を目的に

している場合がほとんどである。対象を広くし、ケニア国内外の開発経験を活用するに

は日常生活の改善を内容にしたほうがよい。一方、農業技術とする場合には、地域特性

や技術的専門性に配慮したロケーションスペシフィックな内容にすることが望まれる。

この研修では、地域ごとの研修が計画されており、ある程度の絞り込みはできていた。

ただし、内容に農業全般を盛り込んでいるため、実技実習をするにあたり時間的な制約

があったと思われる。

(４) 研修対象者

　本研修では、研修対象とする州（プロビンス）を指定し、対象州のなかで文化社会奉

仕省婦人局に登録された農村女性グループから参加者を選出した。各グループからの候

補者の応募にあたっては、各県（ディストリクト）の District Socical Development

Officer（ＤＳＤＯ）からの推薦を取りつけることとした。

　農村女性グループメンバーとのインタビューによれば、グループ内での参加候補者の

選出にあたっては、グループ内でのリーダーシップ、本人の農業への意欲、研修後の（他

メンバーへの）技術移転の意欲、研修参加に必要な語学力などを勘案してメンバー間の

協議によって決定したとのことである。現地における研修後の技術移転の継続度（後記

３－５）を考慮すれば、本研修において農民（農村女性グループのメンバー）を対象と
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したことは適切であったと考える。

(５) 定員充足率とコースニーズ

　各回のコース定員は50名である。５年間の定員250名のうち、天災（気候不順）により

研修直前に参加不能となった８名を除く242名が参加した。応募者数の総計は 1199名で

あった。

　コース応募者数の多さや「ジョモケニヤッタ農工大学の技術的蓄積を活用した研修を

より多くの人に提供したい」との同大学からの意見、ケニア国内の District 数（約50）

が当研修の参加者数を大きく上回っていることを勘案すると、当研修に対するニーズは

依然として大きいものと推察される。

３－５　自立発展性３－５　自立発展性３－５　自立発展性３－５　自立発展性３－５　自立発展性

(１) 技術の自立発展性

　参加研修員へのインタビューでは、参加研修員による地域（コミュニティー）での技

術移転は積極的に行われている。質問表の回答結果から、研修参加を通じて研修員が得

た広範な知識や技術が応用に移されているものと判断される。

　しかし、適切な技術移転のためには資金が不足しているとの問題も指摘された。イン

タビューした研修員のなかには「研修で得た知識を活用して新たに圃場を開拓したが、

水資源省による規制の強化により従来の水源を使用できなくなった」と回答した者もい

た。

　資金面や慣習・規制面での制約はあるものの、研修員が農村での技術移転を継続でき

るかという点での当研修の自立発展性は、適切に確保されるものと考えられる。

(２) 組織上・財政上の自立発展性

　ジョモケニヤッタ農工大学関係者との協議では、本研修分野に対する研修ニーズが高

いことから、こうした分野での研修を今後も継続したとの同大学側の意向が示された。

　これまで５回の研修実施を通じて研修実施にかかる同大学の運営管理能力が向上した

こと、農民を対象とする農業技術研修であれば大部分の講師を同大学で確保できること、

研修用施設・機材とも同大学農場所有のものでまかなえると考えられることから、組織

上の自立発展性は今後も継続するものと思われる。

　しかしながら、当研修と同様のカリキュラムでの研修を同大学が独自で継続すること

は、農民や農業関係者向けのケニア側の予算確保が非常に難しい現状を考慮すると、現

実的でない。ケニアの農村女性に対する研修ニーズは非常に大きいことから、プロジェ
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クト方式技術協力チームとも協力しながら、普及事業のひとつとして同大学が主体的に

研修を実施していくことを提言した。
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第４章　評価の総括第４章　評価の総括第４章　評価の総括第４章　評価の総括第４章　評価の総括

　第３章の各項目における評価結果を踏まえ、以下のとおり判断した。

(１) 本研修は効率的に実施されるとともに、当初計画したとおりの目標をほぼ達成してい

る。

(２) 研修の効果（インパクト）は順調に発現している。負の効果（インパクト）もみられ

るものの、望ましいインパクト（正の側面）をしのぐほどではない。

(３) コース計画の妥当性については、研修の評価を考慮した計画設定となっていなかった

こと、到達目標達成のためにはややきつめのカリキュラムであった傾向はあるが、各回

のコース実施計画（研修の到達目標、カリキュラム、研修対象者など）は適切なもので

あった。研修のニーズも引き続き高い。

(４) 自立発展性については、研修成果の波及や研修実施機関の実施能力の向上という点で

確保されているが、ケニア側による研修経費の継続的支出という面では問題がある。

　　なお、農村女性を対象とした研修コースを今後策定するにあたっては、カリキュラムの主体

を農業部分におくのか、農業以外の（女性グループとしての）活動におくのか、明確にする必要

がある。
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別　　　表　別　　　表　別　　　表　別　　　表　別　　　表　

１　第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」カリキュラムの変遷１　第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」カリキュラムの変遷１　第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」カリキュラムの変遷１　第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」カリキュラムの変遷１　第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」カリキュラムの変遷

２　第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」講師リスト２　第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」講師リスト２　第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」講師リスト２　第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」講師リスト２　第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」講師リスト

３　第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」参加研修員リスト３　第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」参加研修員リスト３　第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」参加研修員リスト３　第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」参加研修員リスト３　第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」参加研修員リスト

４　第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」参加研修員からの聴き取４　第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」参加研修員からの聴き取４　第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」参加研修員からの聴き取４　第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」参加研修員からの聴き取４　第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」参加研修員からの聴き取

り結果り結果り結果り結果り結果

５　第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」参加研修員からの質問表５　第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」参加研修員からの質問表５　第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」参加研修員からの質問表５　第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」参加研修員からの質問表５　第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」参加研修員からの質問表

の回答結果の回答結果の回答結果の回答結果の回答結果
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資　　　料　資　　　料　資　　　料　資　　　料　資　　　料　

第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」討議議事録（ミニッツ）第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」討議議事録（ミニッツ）第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」討議議事録（ミニッツ）第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」討議議事録（ミニッツ）第二国研修「農村女性のための農業生産性向上技術」討議議事録（ミニッツ）

Ann e xA n n e xA n n e xA n n e xA n n e x１　研修応募者・参加者数リスト１　研修応募者・参加者数リスト１　研修応募者・参加者数リスト１　研修応募者・参加者数リスト１　研修応募者・参加者数リスト

AnnexAnnexAnnexAnnexAnnex２　研修経費支出額２　研修経費支出額２　研修経費支出額２　研修経費支出額２　研修経費支出額

AnnexAnnexAnnexAnnexAnnex３　研修科目一覧３　研修科目一覧３　研修科目一覧３　研修科目一覧３　研修科目一覧
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